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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について 

 

  当社は、東京証券取引所による「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」の要請を

踏まえ、改めて資本収益性や市場評価に関する分析・評価を実施し、その改善に向けた方針及び具体

的な取組みについて取締役会等で検討を行いました。その内容を下記のとおり、お知らせいたします。 

 

記 
 

■PBR 向上に向けた方針と目標 

 

  ■PBR 向上に向けた取り組み 

①ROE 向上 

・高収益ビジネスの維持・拡充を図る 

・長期的視点で、保有資産を活用し、成長に向けた投資を実施する 

・株主還元の強化・拡充 

    



②PER 向上 

・コーポレートガバナンス強化 

・リスク対応力の強化 

・IR／SR の強化 

   

詳細は、添付資料をご参照ください。 

 

以 上 



「資本コストや株価を意識した
経営の実現に向けた対応」
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ＲＯＥ＝売上高純利益率（純利益／売上高）×資本効率（売上高／純資産）

資本効率 ROE 売上高純利益率

■PBR（株価／一株あたり純資産）
・2014年1.72倍（ROE12.7％・PER13.64倍）をピーク
に概ね1倍前後で推移

・2023年は0.82倍（ROE4.0％・PER21.8倍）

■PER（株価／一株あたり純利益）
・2014年以降上昇傾向、PER水準は比較的高い水準で推移
・防災事業に対する成長への期待が背景にあるものと認識

■ROE（純利益／純資産）
・東日本大震災直後（2011～2014年）のROE12～16％
水準に対し、直近では概ね6～7％で推移
売上高純利益率は12％前後で推移する一方、資本効率
（売上／純資産）は低下傾向

・2023年は4.0％に低下。主に売上高純利益率の低下が
主因であり、大口案件が端境期に入った等によるもの

・当社が認識する資本コストは概ね5％前後、  一方過去の株
主提案時に提示された投資家による資本コストは7.8％

■ROE向上
・資本効率の改善
・売上高純利益率の回復及び伸長

■PER向上
・ガバナンス強化
・当社の成長に対する認識獲得（IR活動強化）

現状分析

課題認識

資本効率 ROE・売上高純利益率

PBR向上に向けた取り組み（１） 現状分析・課題認識
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PBR向上に向けた取り組み（２） 方針と目標

テイセン2025
（最終期2025年12月期）

未来創造計画
（最終期2031年12月期）

成長戦略

数値目標

資本効率
資本配分

株主還元

IR／SRの強化

ROE向上

【主要テーマ】
・送排水ビジネスの拡大
・セキュリティビジネスの開拓
・防災特殊車輌ビジネスの創造
・メンテナンス業務の事業化

【目指す姿】
・起こりうる災害に備えた事業の深化・拡大
・環境変化・技術革新への対応・活用
・防災レジリエンス（縮災）向上へ貢献
・人材育成／他社との協業・連携／成長投資

・連結営業利益５０億円以上
・連結経常利益６０億円以上

・連結営業利益70億円以上
・連結経常利益80億円以上

・中長期的にROE8％及びそれ以上の水準を安定的に実現する
・投資資金の確保と株主還元の拡充、人的投資・成長投資（Ｍ＆Ａを含む）を実施する

・総還元性向40％以上
・機動的な自社株取得の実施を検討

・機関投資家、個人投資家とのコミュニケーション活発化、PR活動強化
・当社の成長戦略への理解浸透

ガバナンス
・ESG経営の実践
・リスク対応力の強化

PER向上

・防災事業を進化させ、収益力の持続的拡大を図る
・資本効率を意識した取り組みを実践する
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PBR向上に向けた取り組み（3） ROEの向上

ROE向上

利益率向上

資本効率向上

既存商材×既存市場

新規商材×既存市場

新規商材×新規市場

投資

株主還元

新規ビジネス×
市場創造

・差別化商材（高付加価値）による市場占有率向上
・コスト削減（生産性向上）
・適切な価格設定

・既存商材の用途開発（消防向け機材の民間用途開発等）

・市場のニーズに基づく新商材の発掘・販売

・各種災害における「防災」（被害を出さない）、「減災」（被害を最小限と

する）、「縮災」（予防・回復）における社会課題の解決
・他社との協業・連携

・総還元性向４０％以上
・機動的な自己株取得の実施を検討

・新たな防災ビジネス・市場獲得に向け、人的投資・成長投資（Ｍ＆Ａ
含む）を実施

・投資資金と株主還元に資本を配分
・投資資金は、現預金、政策保有株式及び資金調達も視野

・高収益性ビジネスの維持・向上を図る
・長期的視点で、保有資産を活用し、成長に向けた投資を実施する

既存商材×新規市場

・海外サプライヤー等の新商材による新規市場開拓

ニ
ッ
チ
な
商
材
・市
場
の
獲
得
を
目
指
す
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PBR向上に向けた取り組み（４） 長期的な事業戦略

・多発化・激甚化・多様化する各種災害に対し、環境変化・技術革新等を伴い対応すべき領域は大きく拡がる
・防災レジリエンス（縮災＝予防と回復）向上という社会課題に取り組み、新規ビジネス・市場創造を目指す

防災
（被害を
出さない）

減災
（被害を最小限

とする）

縮災
（予防と回復）

火災 震災
風水害・
土砂災害

原子力災害 テロ航空機災害火山災害 鉄道災害

・ＣＢＲＮＥ商材
（検知器）

・ボディ
スキャナー

・消防ホース
・防火衣
・高所車椅子

救助車
・大量送排水
システム（ＨＳ）

・救助工作車
・救助資機材
・高度救命機材

・大量送排水
システム（ＨＳ）

・強力吸引車

新規商材
×新規市場

・非常時緊急時
冷却システム

（ＨＳ）

・空港化学
消防車

復旧・復興等に関わる
「新規ビジネス×市場創造」

新規商材
×新規市場

環境変化（新たなエネルギーへの対応・省人化等）
・技術革新（ドローン・EV等）への対応・活用
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阪神・淡路大震災

地下鉄サリン事件

東日本大震災・福島第一原発事故

気候変動による風水害

テロ ／ 事件・事故

消防ホース・救助工作車
救助資機材・防火衣等特殊被服

爆物等各種検知器・ボディスキャナー

非常時緊急時冷却システム（ハイドロサブシステム）

大量送排水システム（ハイドロサブシステム）

各種セキュリティ商材

空港化学消防車

5

ＮＹ同時多発テロ

新規ビジネス×市場創造 環境変化（新エネルギー・省人化等）

技術革新（ドローン・ＥＶ化・DX)新規商材

・事業領域の拡大と深化の系譜 これまでに獲得および展開中の事業基盤（ex.ハイドロサブシステムの用途開発等）
・今後の新規商材、新規市場および新規ビジネス×市場創造  今後獲得する事業基盤（投資／他社との連携）

インフラ老朽化

消
防

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

原
子
力

PBR向上に向けた取り組み（5） 長期的な事業戦略

空
化

大量送排水システム（ハイドロサブシステム）

コ
ン
ビ
ナ
ー
ト

コンビナート火災

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

水
害

災害の多様化・多発化・激甚化新規市場

防災・減災・縮災ニーズ拡大

事
業
基
盤

災
害
お
よ
び
社
会
課
題
等
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PBR向上に向けた取り組み（6） 長期的な事業戦略

・既存の事業基盤による業績拡大          【既存商材×既存市場】 【既存商材×新規市場】 【新規商材×既存市場】

・今後獲得する事業基盤による業績拡大 【新規商材×新規市場】 【新規ビジネス×市場創造】
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連結営業利益推移及び今後の展望



PBR向上に向けた取り組み（7） PERの向上

PER向上

資本コスト
低下

成長期待
向上

・コーポレートガバナンスの強化及び投資家との対話を通じ、投資家からの信頼を獲得する
・各種委員会を活用し、適切なリスク管理・対策を実施する

ガバナンス

ＩＲ／ＳＲ

・引き続き、コーポレートガバナンスの強化に取り組む
・マテリアリティに基づき、ＥＳＧ経営を実践する
・投資家との積極的な対話を継続し、ガバナンスへの信頼を獲得する

・投資家の皆様に「成長拡大への取組み（ROE向上）」をご理解を頂く
・年２回の決算説明会を通じ、投資家の皆様への情報提供機会を拡充
・決算説明会英文資料を開示
・年間20件の個別面談を実施（2023年実績）
・下野工場ＴＲＥＳ（商材見学会）への参加を機関投資家・証券会社の皆様に呼びかけ
・2024年度より、決算説明会参加対象を個人投資家の皆様にも拡大

リスク対応

・最重要課題は、「品質」と「コンプライアンス」
・各種委員会を設置、状況を適切に把握し、対策を実施

リスク管理委員会・コンプライアンス委員会、情報セキュリティ委員会
サスティナビリティ委員会
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PBR向上に向けた取り組み（8） 投資戦略・資本配分

8

・中長期的な視点に立ち、事業領域の深化・拡大に沿った成長投資（M&Aを含む）を実施
・事業戦略に沿ったテーマを選定し、研究開発投資を実施
・人的投資、システム投資・DXの推進などの分野についても投資を強化

＜5年間（2024～2028年）累計予想＞

営業CF
200億円

資金調達枠
90億円

投資枠
200億円

人的投資
システム・DX投資
研究開発投資
更新投資

株主還元
90億円

収入収入 支出

支出

●営業キャッシュフロー   200億円
純利益＋減価償却 計250億円＊ ― 運転資金増加 50億円

＊目標値に基づく5年間平均 純利益44億円＋減価償却7億円≒50億円

●資金調達枠   90億円 資産活用＋資金調達

●株主還元    90億円 総還元性向 40％
  ＊5年間平均 純利益44億円×40％≒18億円

●投資枠 200億円
M&A含む成長投資、人的投資、システム・DX投資、研究開発投資
更新投資



PBR向上に向けた取り組み（9） 投資家との対話の実施状況等

■2023年活動実績

＜投資家の内訳＞説明会参加及び個別面談実施（延べ61社）

■主なテーマ・投資家の関心事項
・事業内容（市場、市場シェア、競合、商材等）
・防災業界の仕組み・動向（入札制度、法律等）
・事業計画
・政策保有株式
・資本効率、資本配分 等

種別 回数・社数 主な対応者

決算説明会 2回（35社） 代表取締役会長、同社長、取締役副社長

商材説明会
（下野工場）

1回（6社） 取締役副社長、経営企画部スタッフ、
営業担当部長他

個別面談 20社（27回） 取締役副社長、経営企画部スタッフ
■経営陣へのフィードバック

■株主・投資家との対話に基づく主な対応

種別 頻度

IR活動状況 四半期／年間総括

投資家との対話の状況 四半期／年間総括

株式関連指標・株価情報 四半期／年間総括

要望 対応

IR情報の充実 決算説明会・商材説明会の開催、ESG関連情報開示

英文資料 決算説明会資料の英文化及びHPにて開示

株主還元強化 株主還元を強化（配当性向40％）

＜国内・海外比率＞ ＜バイサイド・セルサイド比率＞

21.30

%

78.70

%

セルサイド バイサイド

93.0%

7.0%

国内 海外
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